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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 平成 24 年 5 月 22 日（火）午後 2 時～午後 3 時 

開 催 場 所 301 会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財務部長、企画財務部財政担当部

長、総務部長、市民部長、生活環境部長、健康福祉部長、健康

福祉部高齢・障害担当部長、都市整備部長、都市整備部建設管

理担当部長、教育部長、教育部学校教育担当部長、教育部生涯

学習スポーツ担当部長、議会事務局長、会計管理者 

欠席者：なし 

議 題 

１ 武蔵村山市環境基本計画（改訂版）（案）について 

２ 都営村山団地再生中期計画事業（第４期－３地区）に係る実施協定

について 

３ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問

題点、保留事項

等を記載する。） 

１ 武蔵村山市環境基本計画（改訂版）（案）について 

一部修正の上、提案のとおり決定する。 

２ 都営村山団地再生中期計画事業（第４期－３地区）に係る実施協定

について 

提案のとおり決定する。 

３ その他 

特になし。 

審 議 経 過 

（○は構成

員、●は説

明員） 

 

議題１ 武蔵村山市環境基本計画（改訂版）（案）について 

（生活環境部長説明） 

 武蔵村山市環境基本計画は、平成１８年に策定し、５年を経過し

たところであるため、環境問題や社会情勢を踏まえ、計画の更なる

推進を図るため、計画の見直しを行うこととなった。本年１月から

武蔵村山市環境推進委員会を２回、武蔵村山市環境審議会を２回開

催し、３月３０日付で、武蔵村山市環境審議会から市長へ答申がな

され、これを受け、４月２５日に開催した調整会議における意見を

踏まえ、原案に必要な修正を加え、その内容について決定するため

付議したものである。資料に基づく内容については、環境課長から

説明する。 

（環境課長説明） 

 配布した資料を御覧いただきたい。 

 武蔵村山市環境基本計画については、平成１６年７月に武蔵村山

市環境基本条例を施行し、これに基づき、環境保全等に関する施策

の計画的な推進を図るため、策定したものである。本計画は、平成
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１８年度から平成２７年度までの１０年を計画期間と定めている

が、策定から５年が経過したところで、環境問題や社会情勢の変化

を踏まえ、見直しを行うことにより、計画の更なる推進を図るもの

である。 

 第１章は、環境基本計画の基本的事項について定めており、６つ

の項目で構成されている。２頁の計画策定の背景と目的では、本市

を取り巻く現状や環境保全に関する基本的理念を基に、計画を策定

した経緯を示している。３頁の計画の位置付けでは、武蔵村山市第

四次長期総合計画を上位計画としており、本計画は環境分野を担う

計画として位置付けている。４頁の対象とする範囲であるが、自然

環境、都市環境、生活環境、環境負荷、地球環境としており、これ

らの環境問題への取組を示した市民や事業者の参加と協働について

も範囲に含んでいる。 

 次に第２章では、環境の現状と今後の課題について定めており、

内容は７項目で構成され、分野ごとに本市の環境の現状と今後の課

題について、環境施策の取組実績と評価を記載している。なお、こ

れらの統計数値については、平成２２年度のものを使用している。

１８頁の地球温暖化対策については、市の新たな取組として、平成

２１年度から太陽光発電システム等の自然エネルギー活用機器設置

の推進や、つる性植物を使用したみどりのカーテン配布事業、また、

学校教育の中で、児童・生徒が地球温暖化防止に向けての啓発活動

として地球環境保全ポスターや標語の掲示等の環境学習の取組につ

いて、追加掲載した。次に、２１頁から掲載されている過去の環境

施策の実績についてであるが、平成１８年度から平成２２年度まで

実施した主な事業の取組とその評価について記している。 

 次に第３章についてであるが、望ましい環境の創出に向けて掲載

しており、３つの項目で構成されている。３８頁では、市が目指す

望ましい環境像として、「狭山丘陵にいだかれた自然と共生し、誰も

が安心して暮らせるまち むさしむらやま」とした。３９頁では、

望ましい環境像を実現するために、６つの基本目標と、市の地域特

性を考慮して方向性を示した１３の環境目標を掲げ、方向性を示し

ている。４２頁の計画の体系では、６つの基本目標と１３の環境目

標、環境施策の方向を体系化し、示している。 

 次に第４章では、環境施策の展開について掲載している。５２頁

では、環境施策の方向と市・市民・事業者の取組の中で、市の取組

として「公園・緑地等ボランティアと協働し、公園・緑地等の維持

管理に努めます。」を追加記載した。また、５６頁及び６４頁の環境

指標では、目標を既に達成しているため、目標を時点修正して記載

した。６５頁の自然エネルギーの活用については、市の取組として、
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「エコ住宅への改修時に、自然エネルギー利用機器設置の推進をし

ます。」を追加記載した。６６頁及び７１頁の環境指標では、目標を

既に達成しているため、目標を時点修正して記載した。７２頁の学

校・職場での環境教育では、市の取組として、「市内全小・中学校の

校庭芝生化を推進します。」を追加記載した。 

 第５章では、重点的取組の推進について記載しており、５項目で

構成されている。８０頁の地球温暖化防止対策として、これまでの

対策の中の市の取組に、低公害車導入の推進及びごみの分別徹底及

び減量化を追加記載し、今後の対策の中の市の取組に、低公害車導

入の推進、小・中学校校庭芝生化の推進及び自然エネルギー活用の

啓発及び推進を追加し、市全体の取組に、環境行動指針を通じた市

民・事業者への環境問題の意識啓発の推進、太陽光発電システム等

の自然エネルギー活用機器設置の推進、ごみの分別徹底及び減量化

及びこれまでの対策の継続等を追加記載した。 

次に第６章では、地域別の環境づくりについて、４つの地域の課

題等を記載している。 

最後に第７章では、計画の進行管理について、仕組みや点検評価

の指標を記載している。 

次に別紙を御覧いただきたい。４月２５日に開催した調整会議に

おいていただいた御意見について、対応を記したものである。 

説明については、以上である。 

 

（質疑） 

○ １７頁のごみの排出・リサイクルについて、ダストボックス方

式をステーション方式に変更とあるが、言葉の使い方が違うので

はないか。 

● 今回の改訂では変更をしていない箇所であるため、次回、計画

を全体的に見直すときに文言を改める必要があるか検討する。 

○ １７頁の「原単位」という言葉が分かりにくいが、どのような

意味か。 

● 他市でも多く用いている言葉であり、基礎的指標として用いら

れ、「１人１日当たり」というような意味になる。 

○ １８頁の「ＮＯｘ」について、「ＮＯ」と「ｘ」で行が分かれて

いて見にくいので、修正した方が良い。 

● 修正する。 

○ ３５頁の環境指標の中で、現状が目標を上回っているのに評価

が「Ｃ」というのはおかしいのではないか。 

● おそらく記載間違いだと思うので、確認する。 

○ 第４章以降は今後の展開についてであるが、市の具体的な取組
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を記載した方が良いのではないか。 

  ５３頁の緑の育成では、緑のカーテン配布事業やグリーンヘル

パー制度の創設等が考えられる。５５頁の農業の活性化では、地

場農産物のＰＲや地元農業の促進、ＦＯＯＤグランプリ等が挙げ

られる。５６頁のまちの美化では、武蔵村山市空き缶・吸い殻等

の散乱及び犬のふんの放置等の防止に関する条例を制定したこと

や、クリーン作戦をリニューアルして市民の参加を促すというよ

うなことを記載できる。５７頁の環境に配慮した道路の整備では、

防犯灯のＬＥＤ化を記載できる。６０頁の大気汚染・悪臭防止対

策では、電気自動車購入の推進が考えられる。６３頁の有害化学

物質発生防止対策では、東日本大震災を受けて、放射線量の測定

調査を定期的に行うことを記載できる。 

● 個々の目標については、担当課と調整の上、掲載可能であると

考える。ただ、放射線量の測定調査に関しては、環境審議会及び

環境推進委員会において、環境問題なのかどうかを審議し、本改

訂においては、掲載しないとの結論を得ている。 

○ 防犯灯のＬＥＤ化と緑のカーテン配布事業については、６４頁

の省資源・省エネルギーの推進に追加掲載するのが適切であると

考える。 

○ ５６頁の上段に、武蔵村山市空き缶・吸い殻等の散乱及び犬の

ふんの放置等の防止に関する条例の記載があるので、同頁に改め

て市の取組として条例の制定を記載する必要はないと考える。 

○ 見出しの「第○章」の文字がとても大きく、その下の表題や内

容等が目立たない。大事なのは表題や内容なので、修正した方が

良い。 

●修正する。 

 

（結 論） 

一部修正の上、提案のとおり決定する。 

 

 

議題２ 都営村山団地再生中期計画事業（第４期－３地区）に係る実施

協定について 

（都市整備部長説明） 

  都営村山団地再生中期計画事業については、第４期－２地区の入居

が始まっており、今年度から第４期－３地区に着手するところであ

る。建替ごとに実施協定を締結することとなっているので、５月１７

日に事務協議を行い、その内容について決定するため、付議したもの

である。資料に基づく内容については、都市計画課長から説明する。
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 （都市計画課長） 

  配布した資料を御覧いただきたい。第４期－３地区については、オ

カネ塚公園の東側である。 

  東京都と協議を重ねた結果、実施協定書（案）のとおり締結したい

と考えている。 

  第２条から第５条までは、市の要望事項であり、周辺環境や住民へ

の配慮、工事の際の安全対策等について記載されている。また、第１

１条については、市の要望で屋根付きのごみ集積場所が作られる予定

である。第１３条は、市の要望で防火貯水槽の設置について記載され

ている。第１７条については、掲示版の撤去設置を記載している。

説明については、以上である。 

 

（質疑） 

○ 第１１条について、粗大ごみ集積場所も整備するのか。 

● そのとおり。粗大ごみのシールを貼ってから出す等、東京都が住

民へ指導すると聞いている。 

○ 第１７条について、一度更地にするとき、市の掲示版を撤去する

ことになると思われるが、撤去した古いものを使用して新たに設

置するのか。 

● 更地化するときに掲示板を撤去した場合、撤去した数と同数の掲

示板を新しく都が設置する。 

○ 資料の中に平成２３年度～平成２６年度とあるが、これから協定

を締結するのに平成２３年度からで良いのか。 

● 協定の締結は平成２４年度からであるが、東京都では工事の契約

を平成２３年度に行っているので、このように表記している。工

事着手は協定を締結してからということになる。 

○ 粗大ごみの集積場所については、市側からは要望していないので

はないか。 

● 市としては、移転に伴う粗大ごみ集積場所の設置について要望し

ている。粗大ごみの集積場所については、第４期－２地区の実施

協定でも同じ表現となっている。 

 

（結 論） 

提案のとおり決定する。 

 

議題３ その他 

 特になし。 

 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ）
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□非 開 示（根拠法令等：                   ）

 

庶務担当課  企画財務部 企画政策課（内線：374） 

（日本工業規格Ａ列４番） 


